


































































逆ではありえないからである。 (4) 高橋正立・石田紀郎(編)， Il'環境学を学ぶ
高橋教授はこの点に関して，次のように 人のために~，世界思想社， 1993年， 2-3頁。
















































































































































































































































































注(1) V g1.，E. Heinen， Einfuhrung in die Betriebswirt-








































































































































































































































































































注(1) Vgl.， H. U1rich， Unternehmungspolitik， 1.
Auflage， Bern/Stuttgart 1978， S.66-67. 
(2) Vg1.， U1rich， a.a. 0.， S.67-69. 
(3) Vg1.， Ulrich. a. a. 0.， S.69-72. 
(4) Vg1.， U1rich， a.a. 0.， S.74-76. 
(5) Vg1.， U1rich， a.a. 0.， S.76-84. 






























































































































































































































































































































































注(1) 拙著， r企業管理論の構造~，千倉書房，平成 3
年， 163-164頁参照。
(2) V g1.， E. Schmalenbach， Die Betriebswirt-
土岐政蔵・斉藤隆夫(訳)， r回想の自由経
済~，森山書広，昭和35年，参照。
(4) Vgl.， K. Mel1erowicz， Der mittlere Weg， 
in:ZfB.， 22. Jahrg.， 1952， S.203-204. 
(5) 大島 国雄(稿)， r体制理念と経営理念J，
高田 馨(編著)， r実証分析，企業の環境適応~，
中央経済社，昭和50年， 26-30頁参照。
(6) Vgl.， J. K. Weitzig， Gesellschaftsorientierte 
Unternehmenspolitik und Unternehmensver-
fassung， Berlin/New York 1979， S.50-52. 
(7) Cf.， J.K. Galbraith， American Capitarism， The 




(8) Vgl.， Weitzig， a.a. 0.， S.69. 
(9) Cf.， K. E. Boulding， The Organizational Revolu・











(l~ Vgl.， Ulrich， a.a. 0.， S.13. 
(13) 拙著， Ir前掲書J]， 34-36頁参照。
6 企業管理と企業環境
schaftslehre an der Schwelle der neuen Wirt- 企業活動とは，経済的領域のみならずそれ
schaftsverfassung， in:ZfHF.， 22. Jahrg. 1928. をも含んだ広く社会における企業の生活能力
(3) Vg1.， Schmalenbach， Der freien Wirtschψ を維持・増大する活動として捉えられる。企





























































































































































































































































(2) 藻利重隆， Ir経営管理総論(第二新訂版)~， 
千倉書房，昭和40年， 392頁参照。
拙著， r前掲書~， 2-3頁参照。
7 結
環境適応システムとしての企業は，その環
境を体系的に把握し環境主体との関連を積極
的に改善し促進することによって生活能力を
増大し，その存続と発展を志向しなければな
らない。社会的生活体としての企業は単に経
済的領域のみならず社会的領域や生態的領域
の中で生活する存在であり， したがってその
に捉えることはできず，それらはさまざまな
領域に同時に関連するのである。そしてまた，
各管理における固有の環境問題と解されるも
のも，他の管理問題と相互に密接に関連する
ことも否定できない事実であろう。しかしそ
れにもかかわらず，環境問題の本質的解決の
ためには，それが根本的にはいかなる管理に
かかわるものであるのかを認識しなければな
らず，そのためには企業管理の構造にたつ環
境の区分が不可欠なのである。
このような観点から環境問題を整理し体系
化することは，企業の社会的存在構造を改善
しその生活能力を増大せしめるための前提で
あると解される。企業は環境との関連の中で，
その生産性を向上させ，従業員の人間性を高
め，企業の社会性を確保することによっての
み，社会における「市民」としてその生活を
維持・発展させることができる。現代社会に
おける企業の生活能力の増大は，企業の内外
における全体状況の中で理解されなければな
らないのである。
